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早期に健全化が必要な数値（350％超）
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通常債
臨時財政対策債 +ふるさと融資 +合併特例債

964.8 964.8 956.2 956.2 961.6 961.6 1007.7 1007.7 1045.6 1045.6 

【グラフ①】一般会計における市債残高の推移

【グラフ②】将来負担比率の推移

健
全
財
政
の
堅
持

　
中
長
期
的
な
展
望
に
立
ち
、
計
画

的
に
市
が
直
面
す
る
諸
課
題
の
解
決

を
図
る
と
と
も
に
、
圏
域
自
治
体
と

連
携
を
深
め
な
が
ら
、
連
携
中
枢
都

市
圏
域
の
一
体
的
な
発
展
の
実
現
に

向
け
て
取
り
組
み
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
に
お
け
る
市
債
の
残
高

は
、
臨
時
財
政
対
策
債(

※
１)

と
ふ

る
さ
と
融
資(

※
２)

、
交
付
税
措
置

率
の
高
い
合
併
特
例
債
な
ど
が
主
な

要
因
と
な
り
全
体
と
し
て
増
額
と
な

り
ま
し
た
。【
グ
ラ
フ
①
】

　
特
別
会
計
や
水
道
、
病
院
、
下
水

飛
躍
に
向
け
て
着
実
な
前
進

　
平
成
30
年
度
は
、
新
本
庁
舎
整
備

や
新
可
燃
物
処
理
施
設
整
備
な
ど
の

重
要
政
策
を
着
実
に
進
め
る
と
と
も

に
、
中
核
市
へ
の
移
行
に
よ
る
保
健

衛
生
、
環
境
な
ど
の
事
務
権
限
を
最

大
限
に
生
か
し
た
き
め
細
や
か
な
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
や
、
地
方
創
生

の
好
循
環
を
生
み
だ
す
た
め
の
施

策
、
連
携
中
枢
都
市
圏
域
の
90
の
事

業
を
積
極
的
に
展
開
し
、
市
民
福
祉

の
向
上
を
図
り
ま
し
た
。

全
て
の
会
計
で
黒
字
決
算

　
歳
入
面
で
は
、
市
税
収
入
が
雇

用
・
所
得
環
境
の
改
善
や
、
企
業
の

設
備
投
資
が
好
調
で
あ
っ
た
こ
と
か

ら
２
億
１
５
９
６
万
円
の
増
収
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
も

合
併
算
定
替
え
の
影
響
に
よ
る
縮
減

を
受
け
な
が
ら
も
、
中
核
市
移
行
な

ど
に
よ
る
増
加
要
因
が
こ
れ
を
上

回
り
、
特
別
交
付
税
を
合
わ
せ
て

１
億
４
０
３
６
万
円
の
増
収
と
な
り

ま
し
た
。
ま
た
、
新
本
庁
舎
整
備
や

道
の
駅
「
西
い
な
ば
気き

ら

り
楽
里
」
整
備

な
ど
の
大
型
事
業
や
地
域
振
興
事
業

に
積
極
的
に
取
り
組
み
な
が
ら
も
、

市
債
発
行
や
基
金
の
取
崩
し
を
縮
減

す
る
こ
と
で
将
来
を
見
据
え
た
財
政

運
営
に
努
め
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

一
般
会
計
及
び
16
の
特
別
会
計
の
歳

入
総
額
は
対
前
年
度
３
・
１
％
減
の

１
４
１
５
億
１
８
０
９
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　
歳
出
面
で
は
、
保
健
所
業
務
を
は

じ
め
、
切
れ
目
の
な
い
発
達
支
援
の

相
談
窓
口
と
な
る
「
こ
ど
も
発
達
支

援
セ
ン
タ
ー
」
の
開
設
や
民
間
事
業

者
が
行
う
保
育
施
設
整
備
に
対
す

る
支
援
な
ど
の
子
育
て
支
援
の
充

実
、
地
元
企
業
の
設
備
投
資
へ
の
支

援
な
ど
に
よ
る
地
域
産
業
の
活
性

化
、
教
職
員
の
負
担
を
軽
減
し
て
子

ど
も
と
向
き
合
う
環
境
を
整
え
る

学
校
給
食
費
な
ど
の
公
会
計
化
の

導
入
、
平
成
30
年
７
月
豪
雨
や
台

風
24
号
な
ど
の
大
規
模
な
災
害
へ

の
速
や
か
な
対
応
な
ど
、
市
民
の

み
な
さ
ん
の
暮
ら
し
を
支
え
る
取

組
の
充
実
を
図
り
ま
し
た
。
そ
の

結
果
、
歳
出
総
額
は
対
前
年
度
３
・

１
％
減
の
１
３
７
８
億
６
６
２
９
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
翌
年
度
へ
の
繰

越
事
業
費
を
除
い
た
収
支
総
額
は
、

33
億
３
８
５
万
円
の
黒
字
と
な
り
、

個
々
の
会
計
を
見
て
も
、
す
べ
て
黒

字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

総括表（一般会計・特別会計）
　
平
成
30
年
度
決
算
が
９
月
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
・
特
別
会
計

で
総
額
約
33
億
円
の
黒
字
決
算
と
な
り
、健
全
な
財
政
運
営
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

そ
の
概
要
に
つ
い
て
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
　
新
本
庁
舎
行
財
政
改
革
課 
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義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費

消
費
的
経
費

（6.9％）

（0.9％）

（11.0％）

（1.1％）

（0.8％）

（19.3％）

（9.8％）

（11.9％）

（15.1％）

（10.4％）

（12.8％）
人件費
 125億7841万円 （5億8424万円）

公債費
 96億2472万円 （▲3億2056万円） 

物件費
 116億7192万円 （7億8201万円）

維持補修費
 8億8750万円 （▲1億9948円）

補助費等
 148億0322万円 （▲5760万円）
普通建設事業費
 108億0851万円 （▲27億3305万円）

出資・貸付金
 101億8948万円 （▲9億4380万円）
積立金
 7億6879万円 （1億1903万円）
繰出金
 68億0963万円 （▲1億1319円）

扶助費
 189億8942万円 （▲3億2750万円）

災害復旧事業費
 11億3578万円 （7億3486万円）

歳出（性質別）

一般会計
▶グラフの見方
　費目（構成比）
　金額
　（対前年度増減）

▼依存財源
国や県により定め
られた額を交付さ
れたり、割り当て
られたりする収入。

▶自主財源
市が自ら調達でき
る財源。

『
中
核
市
元
年
』
明
る
い
未
来
へ
の

　
　
　
　
　
飛
躍
に
向
け
た
基
盤
づ
く
り

【
特
集
】　
平
成
30
年
度
決
算

〜 平成 30 年度に実施した主要な施策 〜
▶次世代の鳥取市を担う “ひとづくり ”
・ 学 校 給 食 費 の 公 会 計 化
・「 こ ど も 発 達 支 援 セ

ン タ ー 」 の 開 設 に
よ る 一 貫 し た 相 談
支 援 体 制 の 整 備

・ 史 跡 鳥 取 城 跡「 擬 宝
珠 橋 」 の 整 備

▶誰もが活躍できる “しごとづくり ”
・ 道 の 駅「 西 い な ば 気

き ら り

楽 里 」 の 整 備
・ 外 国 人 留 学 生 を 対 象 と し た 市 内 企 業 イ

ン タ ー ン シ ッ プ に よ る 就 職 マ ッ チ ン グ

▶賑わいにあふれ安心して暮らせる“まちづくり”
・ 地 域 福 祉 相 談 セ ン タ ー を 市 内 2 3 カ

所 に 設 置
・ 鳥 取 砂 丘 ビ ジ タ ー

セ ン タ ー の 開 設
・ 自 主 防 災 会 へ の 助

成 拡 大 に よ る 地 域
防 災 力 の 強 化

区　分 歳　入 前年度比
伸び率（％） 歳　出 前年度比

伸び率（％）

一 般 会 計 1007億9364万円 ▲2.0 982億6738万円 ▲ 2.5

特 別 会 計 407億2445万円 ▲ 5.8 395億9891万円 ▲ 4.8

特
　
別
　
会
　
計
　
内
　
訳

土地区画整理費 2億3638万円 ▲4.9 2億2050万円 ▲ 7.4
公設地方卸売市場
事業費 4020万円 3.0 3311万円 ▲ 1.2

駐車場事業費 1億3871万円 554.6 1億3871万円 554.6

国民健康保険費 187億0779万円 ▲ 12.5 181億7336万円 ▲ 12.1
高齢者 ･ 障害者住宅
整備資金貸付事業費 79万円 ▲ 26.2 67万円 ▲ 26.4

住宅新築資金等貸
付事業費 3484万円 ▲ 24.5 3283万円 ▲ 22.0

土地取得費 31万円 ▲ 69.0 31万円 ▲ 69.0

墓苑事業費 3777万円 ▲ 49.9 3626万円 ▲ 48.6

介護保険費 192億7329万円 0.1 187億4122万円 2.1

財産区管理事業費 1271万円 2.7 350万円 ▲ 39.9

温泉事業費 5423万円 ▲ 9.4 5165万円 ▲ 4.6

観光施設運営事業費 1279万円 ▲ 24.1 1279万円 ▲ 24.1
介護老人保健施設
事業費 8181万円 0.0 8181万円 0.0

後期高齢者医療費 20億3399万円 3.2 20億3031万円 3.3

電気事業費 3032万円 4.7 2936万円 10.3
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業費 2852万円 新規 1252万円 新規

合　計 1415億1809万円 ▲ 3.1 1378億6629万円 ▲ 3.1

982億6738万円
（▲24億7415万円）

歳出（目的別）

議会費・災害復旧費（1.6%）
15億7392万円（7億2741万円）

消防費（2.8%）
27億3562万円（8415万円）

農林水産業費（3.3%）
32億7690万円  

（▲15億7574万円）

衛生費（7.4%）
72億6110万円  
（3281万円）

土木費（8.7%）
85億7373万円
（11億1221万円）

教育費（8.1%）
79億5005万円
（3億9021万円）

公債費（9.8%）
96億2477万円
（▲3億2055万円）

   商工費（11.3%）
110億8566万円
（▲27億2518万円）

総務費（12.6%）
124億0287万円
（▲5億7724万円）

民生費（34.4%）
337億8276万円
（3億7778万円）

道
な
ど
の
会
計
の
負
債
を
合
算
し

て
求
め
る
「
将
来
負
担
比
率
」
は
前

年
度
よ
り
５
・
６
ポ
イ
ン
ト
改
善
し

63
・
１
％
と
な
り
、
11
年
連
続
で
の

改
善
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
比
率
は

３
５
０
％
を
超
え
る
と
財
政
的
に
黄

色
信
号
と
い
わ
れ
、
早
期
の
健
全
化

が
必
要
と
な
り
ま
す
。
本
市
で
は
、

こ
の
指
標
を
大
幅
に
下
回
っ
て
お

り
財
政
の
健
全
性
は
堅
持
で
き
て
い

ま
す
。【
グ
ラ
フ
②
】

　
今
後
も
、
将
来
世
代
へ
負
担
を
先

送
り
せ
ず
、
安
定
し
た
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
で
き
る
市
政
運
営
に
努
め

て
ま
い
り
ま
す
。

（※1）　国の財源不足により、地方交付税の総額
が確保できない場合、不足分を地方が借金する
ことによって補てんする起債。その返済相当額
は後年度の交付税に 100㌫算入される。

（※2）　民間事業者が雇用の創出などの地域振興
につながる事業を実施するために必要な設備など
を整備する場合、市が無利子で資金を貸し付ける
ために起債するもので、その元金償還金は貸付先
の事業者が全額負担する。

1007億9364万円
（▲20億7220万円）

歳入

地方交付税（22.9%）
231億3458万円
（1億4036万円）

繰入金（1.8%）
17億6426万円
（▲10億5914万円）

財産収入・寄附金（0.5%）
4億5891万円
（▲6338万円）

依存財源（59.1％）
596億6947万円 

国庫支出金（12.3%）
123億9532万円
（▲5億9452万円） 

市債（12.5%）
126億6297万円
（▲10億4249万円）譲与税・交付金（4.8％）

48億0722万円  
（7546万円）

諸収入（10.5%）
105億8458万円
（6億1515万円）

繰越金（2.1%）
21億2431万円  
（7億2043万円）

使用料・手数料（1.4%）
14億0915万円  

（▲1億8699万円）

分担金・負担金（1.0％）
10億4542万円
（2916万円）

県支出金
（6.6%）

66億6938万円
（▲9億2220万円） 

市税（23.6%）
237億3754万円
（2億1596万円）

自主財源（40.9％）
411億2417万円  

こども発達支援センター「あいぽっぽ」

鳥取砂丘ビジターセンター


